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1. はじめに 

歴史的地方都市は，伝統的景観の保全や人口急

減・超高齢化の特徴を備えており，空間的・人

的制約が大きく，災害に対して脆弱である．

我々は，江戸時代からの古い町並みが残る佐賀

県鹿島市肥前浜宿をモデル地区にして，街の個

性と日常をベースにした地域に根差した防災を

掲げ，ICTを活用した防災支援に取り組んでい

る[1]． 

 本研究では，このモデル地区の自主防災活動

の一環として，我々が開発を進めている地域ハ

ザードマップ作成支援システムを活用した，地

域ハザードマップの作成を行い，その有用性と

今後の課題について検討を行う． 

 

2. ハザードマップ作成支援システムの概要 

本システムは，タブレット端末を用いて実際に

地区を回りながら，危険箇所になり得る地点の

情報（危険の種類，写真，コメント，位置）を

住民が登録し，集めた情報を統合して地図上に

情報を表示させることで，地域ハザードマップ

を作成する．住民参加型にすることにより，き

め細かな情報の収集と，住民の防災意識向上を

期待している[1]． 

  

3. 地域ハザードマップ作成実験 
3.1 実験の概要 
今回の実験は，2017年9月29日（金）の午前

に，肥前浜宿水とまちなみの会と自主防災組織

の共催事業として，地元の方11名と佐賀大学の

関係者8名の計19名で実施した．地元の公民館

に集合し，タブレット端末として要したiPad 

miniを使って15分程度，実際に機器に触れなが

ら，システムの機能と操作方法について事前講

習を行った後，六つの担当地区の分担を決めた．

その後，地元の方１～２名と佐賀大学関係者１ 

 

 

 
 

 
図 1: 作成された地域ハザードマップ 

 

名の六つのグループに分かれ，１時間程度担当

地区を歩いて回り，危険個所の情報登録を行っ

た．最後に，本システムを用いたハザードマッ

プ作成と，防災に関する意識の二種類のアンケ

ート調査を行った． 

 

3.2 地域ハザードマップの作成結果 

今回作成した地域ハザードマップに登録された

危険情報を図1に示す．１時間の活動で，全部

で50件の情報が登録された．情報入力は住民の

方自身にお願いしたが，一部不安のある場合に

は大学関係者がサポートを行った． 

 登録された危険情報の種類や数が地区によっ

て異なっており，その内容も地区の実情を反映

したものになっており，地域住民によるきめ細

かな情報を短時間で収集することができた． 

 例えば，庄金地区では危険情報の登録が多い．

この地区は歴史的建造物が多く茅葺屋根の木造

家屋などがあり，また，幅が狭く街灯も少ない

小路があることに加えて，目の前の山からの水

が水路に流れ込むことが原因である．一方，北

舟津・南舟津の両地区は水害の危険情報の登録

が多い．この地区は川沿いであり，かつ海岸線

も近く昔から洪水に悩まされている地域である． 
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図2: 登録された地区別の危険情報 

 

 このように，住民参加により，地域の情報を

的確に反映した地域ハザードマップが作成でき

たと考えられる． 

 

3.2 アンケート調査の結果 

実験に参加した地域住民9名に対してアンケー

ト調査を実施した．ハザードマップ作成に関す

るアンケートの結果を図3に，生活の中で不安

に思う災害のアンケート結果を図4に示す． 

 住民間で災害に関する危険情報を共有するこ

とや，地区ごとの細かい危険情報を把握できる

ことが特に高く評価されており，地域ハザード

マップの有用性が裏付けられている． 

 一方で，登録や閲覧のしやすさは評価されて

いるものの，日常生活での利用や地域住民の意

識向上では意見が分かれている．これは，ほと

んどの方がタブレット端末を使った経験がなく， 

操作に不安があり，日常的には利用しづらく，

日常での防災意識向上には，現段階では課題が

あることが分かった． 

 生活の中で不安に思う災害は，地震，火災，

水害（洪水），犯罪と，本システムで現在対象

としている項目が含まれている．一方で，台風

や交通事故といった現在のシステムでは入力対

象とはなっていない項目に対する不安もあるこ

とが分かり，これらの項目に対する対応を検討

する必要がある． 

 

4. まとめと今後の課題 

本研究では，地域ハザードマップ作成支援シス

テムを用いて，地域住民による地域ハザードマ

ップ作成実験を行った．六地区に分かれて情報

収集を行い，約１時間の活動で50件の，地域の

きめ細かな危険情報を集めることができた． 
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図 3: 地域ハザードマップ作成に関するアンケート

調査結果 
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図 4:生活の中で不安に思う災害のアンケート調査結

果 
 
 また，システムを用いた住民自身によるハザ

ードマップ作成に関するアンケート調査の結果， 

その有用性を確認することができた． 

 今後は，今回の実験で明らかになった，項目

の検討を行い，日常生活での活用を想定した運

用につなげていきたい． 
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